
広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

 
 

令
和
七
年
三
月
二
十
七
日 

広
島
県
知
事 

湯 
 

﨑 
 

英 
 

彦 

広
島
県
規
則
第
十
六
号 

広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

（
広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
（
昭
和
五
十
三
年
広
島
県
規
則
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

 
 

（
確
認
申
請
書
に
添
え
る
図
書
等
） 

第
四
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

省
令
第
一
条
の
三
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
特

定
木
造
建
築
物
（
以
下
「
特
定
木
造
建
築
物
」
と
い

う
。
）
（
法
第
六
条
の
四
の
規
定
に
よ
り
、
確
認
の

特
例
を
受
け
る
建
築
物
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、

政
令
第
四
十
三
条
に
規
定
す
る
柱
の
小
径
及
び
昭
和

五
十
六
年
建
設
省
告
示
第
千
百
号
第
三
又
は
平
成
十

三
年
国
土
交
通
省
告
示
第
千
五
百
四
十
号
第
五
第
四

号
に
規
定
す
る
必
要
壁
量
の
算
定
の
根
拠
と
な
る
書

類 
 

（
完
了
検
査
申
請
書
等
に
添
え
る
書
類
等
） 

第
六
条
の
三 

（
略
） 

一 

（
略
） 

イ 

（
略
） 

ロ 

法
第
六
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
規 

定
す
る
建
築
物 

ハ 

（
略
） 

二 

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に

関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
五
十
三
号

）
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
建
築
行
為

を
し
よ
う
と
す
る
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様

式
第
二
号
の
四
に
よ
る
省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状

況
報
告
書
（
標
準
入
力
法
）
又
は
別
記
様
式
第
二

号
の
五
に
よ
る
省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状
況
報
告

書
（
標
準
計
算
法
） 

三 

前
号
に
規
定
す
る
建
築
物
の
う
ち
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
基
準
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成

二
十
八
年
経
済
産
業
省
令
・
国
土
交
通
省
令
第
一

号
）
（
以
下
「
基
準
省
令
」
と
い
う
。
）
第
一
条

第
一
項
第
一
号
ロ
の
基
準
に
適
合
さ
せ
る
建
築
物

に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式
第
二
号
の
六
に
よ
る
省

エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状
況
報
告
書
（
モ
デ
ル
建
物

法
）
又
は
別
記
様
式
第
二
号
の
七
に
よ
る
省
エ
ネ

基
準
工
事
監
理
状
況
報
告
書
（
モ
デ
ル
建
物
法
（

（
確
認
申
請
書
に
添
え
る
図
書
等
） 

第
四
条 

（
略
） 

２ 
（
略
） 

          

（
完
了
検
査
申
請
書
等
に
添
え
る
書
類
等
） 

第
六
条
の
三 

（
略
） 

一 

（
略
） 

イ 

（
略
） 

ロ 

法
第
六
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で 

に
規
定
す
る
建
築
物 

ハ 

（
略
） 

二 

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に

関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
五
十
三
号

）
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
建
築
行
為

を
し
よ
う
と
す
る
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様

式
第
二
号
の
四
に
よ
る
省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状

況
報
告
書
（
標
準
入
力
法
） 

  

三 

前
号
に
規
定
す
る
建
築
物
の
う
ち
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
基
準
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成

二
十
八
年
経
済
産
業
省
令
・
国
土
交
通
省
令
第
一

号
）
第
一
条
第
一
項
第
一
号
ロ
の
基
準
に
適
合
し

て
い
る
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式
第
二
号

の
五
に
よ
る
省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状
況
報
告
書

（
モ
デ
ル
建
物
法
） 

  



小
規
模
版
）
） 

四 

第
二
号
に
規
定
す
る
建
築
物
の
う
ち
、
基
準
省

令
第
一
条
第
一
項
第
二
号
イ
⑵
及
び
同
号
ロ
⑵
の

基
準
（
以
下
「
仕
様
基
準
」
と
い
う
。
）
又
は
第

十
条
第
二
号
イ
⑵
及
び
ロ
⑵
の
基
準
（
以
下
「
誘

導
仕
様
基
準
」
と
い
う
。
）
に
適
合
さ
せ
る
建
築

物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式
第
二
号
の
八
に
よ
る

省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状
況
報
告
書
（
（
誘
導
）

仕
様
基
準
） 

五 

第
二
号
に
規
定
す
る
建
築
物
の
う
ち
、
外
皮
性 

能
を
仕
様
基
準
又
は
誘
導
仕
様
基
準
に
適
合
さ
せ
、 

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
基
準
省
令
第
一
条
第 

一
項
第
二
号
ロ
⑴
又
は
第
十
条
第
二
号
ロ
⑴
の
基 

準
に
適
合
さ
せ
る
場
合
又
は
外
皮
性
能
を
基
準
省 

令
第
一
条
第
一
項
第
二
号
イ
⑴
又
は
同
省
令
第
十 

条
第
二
号
イ
⑴
の
基
準
に
適
合
さ
せ
、
一
次
エ
ネ 

ル
ギ
ー
消
費
量
を
仕
様
基
準
又
は
誘
導
仕
様
基
準

に
適
合
さ
せ
る
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式

第
二
号
の
五
に
よ
る
省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状
況

報
告
書
（
標
準
計
算
法
）
及
び
別
記
様
式
第
二
号

の
八
に
よ
る
省
エ
ネ
基
準
工
事
監
理
状
況
報
告
書

（
（
誘
導
）
仕
様
基
準
） 

六 

地
業
工
事
（
構
造
耐
力
上
主
要
な
部
分
で
あ
る 

基
礎
ぐ
い
を
施
工
す
る
工
事
を
い
う
。
）
の
施
工 

が
あ
る
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式
第
二
号 

の
九
に
よ
る
地
業
工
事
監
理
状
況
報
告
書 

七 

（
略
） 

イ 

別
記
様
式
第
二
号
の
十
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー 

ト
工
事
監
理
状
況
報
告
書 

ロ 

別
記
様
式
第
二
号
の
十
一
に
よ
る
鉄
筋
工
事 

監
理
状
況
報
告
書 

八 

鉄
骨
造
の
建
築
物
で
階
数
が
三
以
上
で
あ
る
も 

の
、
延
べ
面
積
が
五
百
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る 

も
の
又
は
架
構
を
構
成
す
る
柱
の
相
互
の
間
隔
が 

十
五
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
別 

記
様
式
第
二
号
の
十
二
に
よ
る
鉄
骨
工
事
監
理
状 

況
報
告
書 

九 

木
造
の
建
築
物
で
地
階
を
除
く
階
数
が
三
以
上 

で
あ
る
も
の
又
は
延
べ
面
積
が
三
百
平
方
メ
ー
ト 

ル
を
超
え
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式
第
二 

号
の
十
三
に
よ
る
木
造
工
事
監
理
状
況
報
告
書
（ 

軸
組
工
法
）
又
は
別
記
様
式
第
二
号
の
十
四
に
よ 

る
木
造
工
事
監
理
状
況
報
告
書
（
枠
組
壁
工
法
） 

十 

（
略
） 

２ 

前
項
（
第
一
号
か
ら
第
六
号
ま
で
、
第
九
号
及
び

第
十
号
を
除
く
。
）
の
規
定
は
、
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク

リ
ー
ト
造
の
建
築
物
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

３ 

第
一
項
（
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
を
除
く
。
）

の
規
定
及
び
前
項
の
規
定
は
、
特
定
工
程
に
係
る
建

築
物
に
あ
つ
て
は
直
前
の
中
間
検
査
後
に
行
わ
れ
た

工
事
に
係
る
も
の
に
限
る
。 

４ 

第
一
項
（
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
及
び
第
十
号

を
除
く
。
）
の
規
定
は
、
省
令
第
四
条
の
八
第
一
項

第
四
号
の
規
定
に
よ
り
知
事
が
定
め
る
書
類
に
準
用

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
第
一
号
ハ
中

                  
 

   

四 

地
業
工
事
（
構
造
耐
力
上
主
要
な
部
分
で
あ
る

基
礎
ぐ
い
を
施
工
す
る
工
事
を
い
う
。
）
の
施
工

が
あ
る
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
別
記
様
式
第
二
号

の
六
に
よ
る
地
業
工
事
監
理
状
況
報
告
書 

五 

（
略
） 

イ 

別
記
様
式
第
二
号
の
七
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー 

ト
工
事
監
理
状
況
報
告
書 

ロ 

別
記
様
式
第
二
号
の
八
に
よ
る
鉄
筋
工
事
監 

理
状
況
報
告
書 

六 

鉄
骨
造
の
建
築
物
で
階
数
が
三
以
上
で
あ
る
も

の
、
延
べ
面
積
が
五
百
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る

も
の
又
は
架
構
を
構
成
す
る
柱
の
相
互
の
間
隔
が

十
五
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
別

記
様
式
第
二
号
の
九
に
よ
る
鉄
骨
工
事
監
理
状
況

報
告
書 
      

七 

（
略
） 

２ 

前
項
（
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
七
号
を

除
く
。
）
の
規
定
は
、
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

の
建
築
物
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

３ 

第
一
項
（
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
を
除
く
。
）

の
規
定
及
び
前
項
の
規
定
は
、
特
定
工
程
に
係
る
建

築
物
に
あ
つ
て
は
直
前
の
中
間
検
査
後
に
行
わ
れ
た

工
事
に
係
る
も
の
に
限
る
。 

４ 

第
一
項
（
第
二
号
、
第
三
号
及
び
第
七
号
を
除
く
。 

）
の
規
定
は
、
省
令
第
四
条
の
八
第
一
項
第
四
号
の

規
定
に
よ
り
知
事
が
定
め
る
書
類
に
準
用
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
第
一
号
ハ
中
「
法
第
六



「
法
第
六
条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
条
の
二
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
確
認
申
請
又
は
法
第
七
条
の
三
第
一

項
若
し
く
は
第
七
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
中

間
検
査
申
請
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
条
第
一
項
又

は
法
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
確
認
申
請

」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

（
略
） 

一 

（
略
） 

二 

特
定
木
造
建
築
物
に
あ
つ
て
は
、
次
の
各
号
の 

い
ず
れ
か
の
書
類
。
た
だ
し
、
法
第
六
条
第
一
項 

若
し
く
は
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
確 

認
申
請
又
は
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
設
計
変 

更
届
に
添
付
し
て
い
る
場
合
に
は
添
付
す
る
こ
と 

を
要
し
な
い
。 

イ 

政
令
第
四
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き 

国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
構
造
方
法
と
同
等
以 

上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
の
書
類 

ロ 

平
成
十
三
年
国
土
交
通
省
告
示
第
千
五
百
四 

十
号
の
規
定
に
基
づ
く
構
造
方
法
（
当
該
告
示 

第
五
第
九
号
の
規
定
に
限
る
。
）
で
あ
る
こ
と 

を
確
認
す
る
た
め
の
書
類 

三 

（
略
） 

６ 

（
略
） 

条
第
一
項
若
し
く
は
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
確
認
申
請
又
は
法
第
七
条
の
三
第
一
項
若
し
く

は
第
七
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
中
間
検
査
申

請
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
条
第
一
項
又
は
法
第
六

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
確
認
申
請
」
と
読
み

替
え
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

（
略
） 

一 

（
略
） 

             

二 
（
略
） 

６ 

（
略
） 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う
に

改
正
す
る
。



改 正 後 改 正 前 

  
様式第２号の４（第６条の３関係） 
（第１面） （略） 

（第２面） 

 

（略） 

注 １－３ （略） 

  ４ （略） 

   Ａ・Ｂ （略） 

   Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・納入仕様書・材料搬入報

告書・工事写真・規格証明書・施工図・試験成績書等による確

認  

  ５－７ （略） 

 

  
様式第２号の６（第６条の３関係） 

 

省エネ基準工事監理状況報告書（モデル建物法） 

（略） 

（略） 

注 １－３ （略） 

  ４ （略） 

   Ａ・Ｂ （略） 

   Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・納入仕様書・材料搬入報

告書・工事写真・規格証明書・施工図・試験成績書等による確

認 

  ５－７ （略） 

 

 

様式第２号の９－様式第２号の 12 （略） 

 

様式第２号の４（第６条の３関係） 
（第１面） （略） 

（第２面） 

 

（略） 

注 １－３ （略） 

  ４ （略） 

   Ａ・Ｂ （略） 

   Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・材料搬入報告書・工事写

真・資格証明書・施工図・試験成績書等による確認 

 

  ５－７ （略） 

 

 
様式第２号の５（第６条の３関係） 

 

省エネ基準工事監理状況報告書（モデル建物法） 

（略） 

（略） 

注 １－３ （略） 

  ４ （略） 

   Ａ・Ｂ （略） 

   Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・材料搬入報告書・工事写

真・資格証明書・施工図・試験成績書等による確認 

 

  ５－７ （略） 

 

 

様式第２号の６－様式第２号の９ （略） 

 



 
様式第12号（第21条の３関係） 

 

建 築 物 認 定 申 請 書 

（略） 

（略） 

12 （略） 

建
築
物 

係 

る 

申
請
に 

ハ 構 造 

□ 耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部

を有しない場合） 

□ 耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部

を有する場合） 

□ 建築基準法施行令第108条の４第１項第１号イ及びロ

に掲げる基準に適合する構造 □ 準耐火構造 

□ 準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ―

１） 

□ 準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ―

２） 

□ 木造 □ 防火構造 □ その他 

（略） 

（略） 
 

 
様式第12号（第21条の３関係） 

 

建 築 物 認 定 申 請 書 

（略） 

（略） 

12 （略） 

建
築
物 

係 

る 

申
請
に 

ハ 構 造 

□ 耐火構造 □ 建築基準法施行令第108条の３第１項

第１号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 □ 準

耐火構造 

 

 

 

□ 準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ―

１） 

□ 準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ―

２） 

□ 木造 □ 防火構造 □ その他 

（略） 

（略） 
 

  



別
記
様
式
第
二
号
の
四
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。 



様式第２号の５（第６条の３関係）  

（第１面） 

 

省エネ基準工事監理状況報告書（標準計算法） 

 

    年  月  日 

広島県知事（建 築 主 事） 

広島県知事（建築副主事） 

指 定 確 認 検 査 機 関 

様 

住 所 

工事監理者 氏 名      

(  )建築士(  )登録第          号 

(  )建築士事務所(  )知事登録第     号 

電話(   )     番 

この監理報告書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

項目 

報    告    内    容 

報    告    事    項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

１ 

基本

情報 

①外壁等を構成している建材の仕様、設置状 

 況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②床面積等（主たる居室、その他の居室、床

面積合計、吹抜け等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

２ 

外皮 

①熱的境界となる部位、面積  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②熱的境界となる屋根、外壁等の部位の断面 

構成、断熱材の種類・仕様、厚さ、施工範囲 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③開口部の仕様（建具種類、枠・ガラスの仕 

様等）、形状、設置位置 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

④構造熱橋部の断熱補強の仕様、範囲（鉄筋 

 コンクリート造の場合） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑤基礎断熱部の基礎の形状、範囲等  Ａ・Ｂ・Ｃ  

３ 

暖房

設備 

①暖房方式、暖房機器の種類  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②暖房設備機器の仕様、性能  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③暖房設備等の設置状況（設置位置・台数、

暖房の範囲等）、風量等制御内容 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

４ 

冷房

設備 

①冷房方式、冷房機器の種類  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②冷房設備機器の仕様、性能  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③冷房設備等の設置状況（設置位置・台数、

冷房の範囲等）、風量等制御内容 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

５ 

換気

設備 

①換気方式、換気設備の仕様、性能  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②換気設備等の設置状況（設置位置・台数、

ダクト径・長さ、給排気口の位置・径等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

６ 

給湯

設備 

①給湯設備の有無、熱源機の種類  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②給湯設備機器の仕様、性能  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③ふろ機能、給湯配管、水栓、浴槽の仕様等  Ａ・Ｂ・Ｃ  

７ 

照明

設備 

主たる居室、その他居室、非居室の照明設備

の種類、制御等の設置状況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  



（第２面） 

 

項目 

報    告    内    容 

報    告    事    項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

８ 

太陽

熱発

電設

備 

①パワーコンディショナの定格負荷効率  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②太陽電池アレイの種類、容量  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③パネルの設置状況（設置位置・範囲）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

９ 

太 陽

熱 利

用 設

備 

①太陽熱利用設備の種類  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②液体集熱式太陽熱利用設備の種類、品番  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③液体集熱式太陽熱利用設備及び集熱部の 

設置状況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

④空気集熱式太陽熱利用設備の仕様、性能  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑤空気集熱式太陽熱利用設備及び集熱部の 

設置状況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

１０ 

コー

ジェ

ネレ

ーシ

ョン

設備 

コージェネレーション機器の品番、種類  Ａ・Ｂ・Ｃ  

注 １ この様式は、「標準計算法」により建築物エネルギー消費性能基準への適合性

を確認した住宅に係る工事監理を対象とする。 

２ 計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記載は不要とす

る。 

３ 「照合を行つた設計図書」の欄は、建築基準法施行規則第１条の３に規定する

図書等のうち、工事監理で照合を行つた図書を記載すること。 

４ 報告事項２②の「断熱材の種類・仕様、厚さ、施工範囲」について、第３面に

施工写真等を添付すること。写真撮影方法については、写真撮影要領を参考にす

ること。 

５ 「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲むこと。Ｃに

該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記載すること。Ｃで確認した書類

は、検査時に確認する場合があるため、現場に備え置くこと。 

Ａ：目視（試験）による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・納入仕様書・材料搬入報告書・工事写

真・規格証明書・施工図・試験成績書等による確認 

６ 「確認結果」の欄は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注

意に従わなかつた場合は「不適」を記入すること。また、不適の場合には建築主

に対して行つた報告の内容を記載すること。 

７ 不用の文字は、消すこと。 

８ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 

 



（第３面） 

断熱材の仕様、設置状況（施工写真） 

１ 全景写真 

  

２ 床断熱材 

 

３ 壁断熱材 

 

４ 天井（屋根）断熱材 

 



注 １ 写真は必ず明瞭なものとすること。 

２ 撮影場所が分かるよう、黒板等を用いるよう努めること。 

３ 写真は１から４までの部位について、代表的な箇所１か所を添付すること。 

４ 全景写真については、建物正面が全景で入るように撮影すること。 

  ５ 各部位の断熱材について、仕様・厚さが分かる写真も添付すること。 



別
記
様
式
第
二
号
の
六
に
次
の
二
様
式
を
加
え
る
。



様式第２号の７（第６条の３関係） 

 

省エネ基準工事監理状況報告書（モデル建物法（小規模版）） 

 

    年  月  日 

広島県知事（建 築 主 事） 

広島県知事（建築副主事） 

指 定 確 認 検 査 機 関 

様 

住 所 

工事監理者 氏 名      

(  )建築士(  )登録第          号 

(  )建築士事務所(  )知事登録第     号 

電話(   )     番 

次のとおり、工事の監理状況を報告します。 

この監理報告書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

項目 

報    告    内    容 

報    告    事    項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

１ 

外皮 

①断熱材の種類・仕様、厚さ、施工範囲  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②開口部の仕様（建具種類、枠・ガラスの

仕様等）、形状、設置位置 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

２ 

空気調和 

設備 

①熱源機器の仕様、設置状況（設置位置・

台数、空調の範囲等）、風量等制御内容 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②全熱交換器の仕様、設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③全熱交換器のバイパス制御の設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

④予熱時外気取入停止制御の設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

３ 

換気設備 

①換気設備の仕様、設置状況（設置位置・

台数、ダクト径・長さ、給排気口の位

置・径等） 

 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②送風量制御の設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

４ 

照明設備 

①照明器具の消費電力、台数及び取付状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②各種制御の設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

５ 

給湯設備 

①熱源機器の仕様、設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②給湯配管の保温の仕様、設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③節湯器具の仕様、設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

６ 

太陽光 

発電設備 

太陽光発電の仕様、パネル設置状況（設置

位置・範囲） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

注 １ この様式は、「モデル建物法（小規模版）」により建築物エネルギー消費性能

基準への適合性を確認した建築物に係る工事監理を対象とする。 

２ 計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記載は不要とす

る。 

３ 「照合を行つた設計図書」の欄は、建築基準法施行規則第１条の３に規定する

図書等のうち、工事監理で照合を行つた図書を記載すること。 

４ 「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲むこと。Ｃに

該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記載すること。Ｃで確認した書類

は、検査時に確認する場合があるため、現場に備え置くこと。 



Ａ：目視（試験）による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・納入仕様書・材料搬入報告書・工事写

真・規格証明書・施工図・試験成績書等による確認 

５ 「確認結果」の欄は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注

意に従わなかつた場合は「不適」を記入すること。また、不適の場合には建築主

に対して行つた報告の内容を記載すること。 

６ 不用の文字は、消すこと。 

７ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



様式第２号の８（第６条の３関係） 

（第１面） 

 

省エネ基準工事監理状況報告書（（誘導）仕様基準） 

 

    年  月  日 

広島県知事（建 築 主 事） 

広島県知事（建築副主事） 

指 定 確 認 検 査 機 関 

様 

住 所 

工事監理者 氏 名      

(  )建築士(  )登録第          号 

(  )建築士事務所(  )知事登録第     号 

電話(   )     番 

 

次のとおり、工事の監理状況を報告します。 

この監理報告書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

項目 

報    告    内    容 

報    告    事    項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

１ 

外皮 

①断熱材の種類・仕様、厚さ、施工範囲  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②構造熱橋部の断熱補強の仕様、範囲 

（鉄筋コンクリート造の場合のみ） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③開口部の仕様（建具種類、枠・ガラスの仕

様等）、庇がある場合の設置位置 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

２ 

暖房

設備 

①暖房方式  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②暖房設備の仕様、設置状況（設置位置・台

数、暖房の範囲等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

３ 

冷房

設備 

①冷房方式  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②冷房設備の仕様、設置状況（設置位置・台

数、冷房の範囲等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

４ 

換気

設備 

換気設備の仕様、設置状況（設置位置・台

数、ダクト径・長さ、給排気口の位置・径等

） 

 Ａ・Ｂ・Ｃ  

５ 

照明

設備 

非居室の照明設備の仕様、設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

６ 

給湯

設備 

給湯設備の仕様、設置状況  Ａ・Ｂ・Ｃ  

注 １ この様式は、「（誘導）仕様基準」により建築物エネルギー消費性能基準への

適合性を確認した住宅に係る工事監理を対象とする。 

２ 計算対象となる設備等がない場合は、当該設備等に係る項目の記載は不要とす

る。 

３ 「照合を行つた設計図書」の欄は、建築基準法施行規則第１条の３に規定する



図書等のうち、工事監理で照合を行つた図書を記載すること。 

４ 報告事項１①の「断熱材の種類・仕様、厚さ、施工範囲」について、第２面に

施工写真等を添付すること。写真撮影方法については、写真撮影マニュアルを参

考にすること。 

５ 「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲むこと。Ｃに

該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記載すること。Ｃで確認した書類

は、検査時に確認する場合があるため、現場に備え置くこと。 

Ａ：目視（試験）による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・納入仕様書・材料搬入報告書・工事写

真・規格証明書・施工図・試験成績書等による確認 

６ 「確認結果」の欄は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注

意に従わなかつた場合は「不適」を記入すること。また、不適の場合には建築主

に対して行つた報告の内容を記載すること。 

７ 不用の文字は、消すこと。 

８ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第２面） 

断熱材の仕様、設置状況（施工写真） 

１ 全景写真 

  

２ 床断熱材 

 

３ 壁断熱材 

 

４ 天井（屋根）断熱材 

 



注 １ 写真は必ず明瞭なものとること。 

２ 撮影場所が分かるよう、黒板等を用いるよう努めること。 

３ 写真は１から４までの部位について、代表的な箇所１か所を添付すること。 

４ 全景写真については、建物正面が全景で入るように撮影すること。 

  ５ 各部位の断熱材について、仕様・厚さが分かる写真も添付すること。



別
記
様
式
第
二
号
の
十
二
の
次
に
次
の
二
様
式
を
加
え
る
。 

 



様式第２号の13（第６条の３関係）  

（第１面） 

 

木造工事監理状況報告書（軸組工法） 

 

    年  月  日 

広島県知事（建 築 主 事） 

広島県知事（建築副主事） 

指 定 確 認 検 査 機 関 

様 

住 所 

工事監理者 氏 名      

(  )建築士(  )登録第          号 

(  )建築士事務所(  )知事登録第     号 

電話(   )     番 

次のとおり、工事の監理状況を報告します。 

この監理報告書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

項目 

報    告    内    容 

報   告   事   項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

１ 

地盤 

敷地地盤の状況 

（地盤調査の要否） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

２ 

基礎形状 

①種類 

（布基礎、ベタ基礎、その他） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②立ち上がり  Ａ・Ｂ・Ｃ  

３ 

土台 
材質、断面寸法  Ａ・Ｂ・Ｃ  

４ 

火打土台 
材質、断面寸法  Ａ・Ｂ・Ｃ  

５ 

基礎と土台との緊結

（アンカーボルト） 

①径、埋め込み長さ  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②間隔（２ｍ以下）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

６ 

柱と基礎（土台）と

の緊結（ホールダウ

ン金物） 

①緊結方法 

ホールダウン用 

アンカーボルト 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

座金付ボルト  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②位置及び施工状況 

（埋め込み長さ等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

７ 

床組 

①床高さ（１階）（GL+45㎝）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②床下換気口（寸法、位置）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③床下の防湿  Ａ・Ｂ・Ｃ  

④防腐・防蟻措置  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑤剛な床組（２階床、３階床）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑥床板又は床下地板 

（材質、緊結方法等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

 

 

 



（第２面） 

 

項目 

報    告    内    容 

報   告   事   項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

８ 

柱・梁（胴差） 

①材質、配置、断面寸法  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②接合部・補強金物  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③防腐・防蟻措置  Ａ・Ｂ・Ｃ  

９ 

耐力壁 

①材質、配置 

（申請図書との照合） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②面材の張り方 

（種類、釘ピッチ・長さ） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③筋かい 

（形状、緊結方法等） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

④ホールダウン金物の位置 

及び施工状況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

10 

材料 

(1)主要構造

部材（土

台・柱・

梁・筋か

い） 

①木材（規格・品質・材種・

樹種・形状・断面寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②各種ボード類 

（規格・品質・寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③釘、金物 

（規格・品質・寸法・形状） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

(2)造作部材 

①木材（規格・品質・材種・

樹種・形状・断面寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②各種ボード類 

（規格・品質・寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③釘、金物 

（規格・形状・寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

(3)防腐、防

蟻 
薬剤（規格・品質）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

11 

その他 

①材質、配置 

（申請図書との照合） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②小屋火打梁、小屋筋かい 

及び桁行筋かい 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③軒（緊結方法）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

④たるき（緊結方法）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑤棟木・母屋（断面寸法）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑥小屋束（断面寸法）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

注 １ この様式は、完了検査申請書（建築基準法施行規則別記様式第19号）又は中間

検査申請書（建築基準法施行規則別記様式第26号）の第４面（工事監理の状況）

に掲載している「主要構造部及び主要構造部以外の構造耐力上主要な部分に用い

る材料（接合材料を含む）の種類、品質、形状及び寸法」及び「主要構造部及び

主要構造部以外の構造耐力上主要な部分に用いる材料の接合状況、接合部分の形

状等」に記載すべき事項を含む報告書とする。 

２ 完了検査申請書にこの様式を添付する場合、特定工程に係る建築物にあつては、

直前の中間検査までの工事監理の状況について記入しないこと。 



３ 具体的な確認方法は、工事監理ガイドライン（平成21年９月１日国土交通省住

宅局建築指導課）等を参照すること。 

４ 該当がない項目の記載は不要とする。 

５ 「照合を行つた設計図書」の欄は、建築基準法施行規則第１条の３に規定する

図書等のうち、工事監理で照合を行つた図書を記載すること。 

６ 「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲むこと。Ｃに

該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記載すること。Ｃで確認した書類

は、検査時に確認する場合があるため、現場に備え置くこと。 

Ａ：目視（試験）による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・材料搬入報告書・工事写真・資格証明

書・施工図・試験成績書等による確認 

７ 「確認結果」の欄は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注

意に従わなかつた場合は「不適」を記入すること。また、不適の場合には建築主

に対して行つた報告の内容を記載すること。 

８ 知事又は建築主事等から建築基準法第12条第５項の規定に基づき、指定工程時

に工事監理状況報告書（別記様式第３号（第７条関係））の提出を求める場合が

ある。この場合、この様式の添付及び検査時の書類の備置きは要しない。 

９ 不用の文字は、消すこと。 

10 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



様式第２号の14（第６条の３関係）  

（第１面） 

 

木造工事監理状況報告書（枠組壁工法） 

 

    年  月  日 

広島県知事（建 築 主 事） 

広島県知事（建築副主事） 

指 定 確 認 検 査 機 関 

様 

住 所 

工事監理者 氏 名      

(  )建築士(  )登録第          号 

(  )建築士事務所(  )知事登録第     号 

電話(   )     番 

次のとおり、工事の監理状況を報告します。 

この監理報告書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

項目 

報    告    内    容 

報   告   事   項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

１ 

地盤 

敷地地盤の状況 

（地盤調査の要否） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

２ 

基礎形状 

①種類 

（布基礎、ベタ基礎、その他） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②立ち上がり  Ａ・Ｂ・Ｃ  

３ 

土台 

寸法の制限、耐力壁下部の設

置 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

４ 

基礎と土台との緊結

（アンカーボルト） 

①径、埋め込み長さ 

（φ12㎜以上、長さ35cm以上） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②間隔（２ｍ以下）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

③配置（階数３の建築物：開口

部のたて枠から15cm以内） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

５ 

床組 

①床根太寸法の制限  Ａ・Ｂ・Ｃ  

②床根太支点間距離及び間隔

の制限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③開口部 

（同寸法以上の床根太補強） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

④耐力壁直下の床根太の補強  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑤床材に使用する材料の厚さ

の制限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑥床根太と土台、頭つなぎの

緊結方法 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

 

 

 



（第２面） 

 

項目 

報    告    内    容 

報   告   事   項 
照合を行つ

た設計図書 
確認方法 

確認

結果 

６ 

耐力壁 

①下枠、たて枠、上枠の寸法

の制限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②たて枠の欠き込みと穴あけ

の状況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③面材の張り方 

（種類、釘ピッチ・長さ） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

④耐力壁線相互の間隔、水平

投影面積の制限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑤外壁の耐力壁線相互の交差

部 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑥隅角部、交差部のたて枠 

（本数の制限） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑦たて枠と直下の床枠組との

緊結方法 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑧耐力壁相互の緊結方法  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑨開口部の幅の制限  Ａ・Ｂ・Ｃ  

⑩ホールダウン金物の位置の

施工状況 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

７ 

小屋組 

①たるき、天井根太の寸法の

制限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②たるき間隔及び屋根下地の

厚さの制限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③たるき及びトラスと上枠等

との緊結方法 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

④屋根又は外壁の開口部の制

限 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

８ 

材料 

(1)主要構造

部材（土

台、根太、

壁上枠・下

枠・たて

枠、等） 

①木材（規格・品質・材種・

樹種・形状・断面寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②各種ボード類 

（規格・品質・寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③釘、金物 

（規格・品質・寸法・形状） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

(2)造作部材 

①木材（規格・品質・材種・

樹種・形状・断面寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

②各種ボード類 

（規格・品質・寸法） 
 Ａ・Ｂ・Ｃ  

③釘、金物（規格・形状・寸法）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

(3)防腐、防

蟻 
薬剤（規格・品質）  Ａ・Ｂ・Ｃ  

９ 

その他 
防腐・防蟻措置  Ａ・Ｂ・Ｃ  

注 １ この様式は、完了検査申請書（建築基準法施行規則別記様式第19号）又は中間



検査申請書（建築基準法施行規則別記様式第26号）の第４面（工事監理の状況）

に掲載している「主要構造部及び主要構造部以外の構造耐力上主要な部分に用い

る材料（接合材料を含む）の種類、品質、形状及び寸法」及び「主要構造部及び

主要構造部以外の構造耐力上主要な部分に用いる材料の接合状況、接合部分の形

状等」に記載すべき事項を含む報告書とする。 

２ 完了検査申請書にこの様式を添付する場合、特定工程に係る建築物にあつては、

直前の中間検査までの工事監理の状況について記入しないこと。 

３ 具体的な確認方法は、工事監理ガイドライン（平成21年９月１日国土交通省住

宅局建築指導課）等を参照すること。 

４ 該当がない項目の記載は不要とする。 

５ 「照合を行つた設計図書」の欄は、建築基準法施行規則第１条の３に規定する

図書等のうち、工事監理で照合を行つた図書を記載すること。 

６ 「確認方法」の欄は、Ａ・Ｂ・Ｃのうち、該当するものを○で囲むこと。Ｃに

該当する場合は、確認に用いた具体的な書類を記載すること。Ｃで確認した書類

は、検査時に確認する場合があるため、現場に備え置くこと。 

Ａ：目視（試験）による立会確認 

Ｂ：計測等による立会確認 

Ｃ：自主検査記録・施工記録・測定記録・材料搬入報告書・工事写真・資格証明

書・施工図・試験成績書等による確認 

７ 「確認結果」の欄は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注

意に従わなかつた場合は「不適」を記入すること。また、不適の場合には建築主

に対して行つた報告の内容を記載すること。 

８ 知事又は建築主事等から建築基準法第 12条第５項の規定に基づき、指定工程

時に工事監理状況報告書（別記様式第３号（第７条関係））の提出を求める場合

がある。この場合、この様式の添付及び検査時の書類の備置きは要しない。 

９ 不用の文字は、消すこと。 

10 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。



 
（
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
（
平
成
二
十
八
年
広
島

県
規
則
第
二
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 
正 

後 

改 

正 

前 

 
 

（
工
事
の
完
了
の
報
告
） 

第
三
条 

法
第
三
十
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
建
築

主
（
以
下
「
認
定
建
築
主
」
と
い
う
。
）
は
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
一
層
の
向
上
の
た
め
の
建
築
物

の
新
築
等
の
工
事
を
完
了
し
た
と
き
（
以
下
「
工
事

完
了
時
」
と
い
う
。
）
は
、
認
定
を
受
け
た
建
築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
（
変
更
が
あ
っ
た

と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
。
以
下
「
認
定
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
」
と
い
う
。
）

に
従
っ
て
法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
性
能
の
一
層
の
向
上
の
た
め
の
建
築
物
の
新
築
等

を
行
っ
た
こ
と
を
確
認
し
、
別
記
様
式
第
一
号
に
よ

る
工
事
完
了
報
告
書
に
、
次
に
掲
げ
る
図
書
を
添
え 

て
、
速
や
か
に
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一
・
二 

（
略
） 

 

（
所
有
者
の
変
更
に
係
る
報
告
） 

第
四
条 

（
略
） 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
認
定
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
向
上
計
画
に
基
づ
く
建
築
物
若
し
く
は
住
戸
を

譲
り
渡
し
た
者
又
は
譲
り
受
け
た
者
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 

  
  

 第
五
条 

削
除 

        
 

（
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画
に
係
る

軽
微
な
変
更
） 

第
六
条 

建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判
定

を
受
け
た
建
築
主
は
、
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性

能
確
保
計
画
の
変
更
（
省
令
第
五
条
（
省
令
第
九
条

第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
以
下
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
軽
微
な
変
更
に
限

（
工
事
の
完
了
の
報
告
） 

第
三
条 

法
第
三
十
五
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
建

築
主
（
以
下
「
認
定
建
築
主
」
と
い
う
。
）
は
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
一
層
の
向
上
の
た
め
の
建
築

物
の
新
築
等
の
工
事
を
完
了
し
た
と
き
（
以
下
「
工

事
完
了
時
」
と
い
う
。
）
は
、
認
定
を
受
け
た
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
（
変
更
が
あ
っ

た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
。
以
下
「
認
定
建

築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
」
と
い
う
。

）
に
従
っ
て
法
第
三
十
四
条
第
一
項
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
の
一
層
の
向
上
の
た
め
の
建
築
物
の
新
築

等
を
行
っ
た
こ
と
を
確
認
し
、
別
記
様
式
第
一
号
に

よ
る
工
事
完
了
報
告
書
に
、
次
に
掲
げ
る
図
書
を
添

え
て
、
速
や
か
に
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

一
・
二 

（
略
） 

 

（
所
有
者
の
変
更
に
係
る
報
告
） 

第
四
条 

（
略
） 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
認
定
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
向
上
計
画
に
基
づ
く
建
築
物
若
し
く
は
住
戸
又

は
法
第
四
十
一
条
第
二
項
の
認
定
を
受
け
た
建
築
物

（
以
下
「
基
準
適
合
認
定
建
築
物
」
と
い
う
。
）
を

譲
り
渡
し
た
者
又
は
譲
り
受
け
た
者
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 

 

（
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
基
準
に
適
合
し
な

く
な
っ
た
又
は
除
却
し
た
旨
の
報
告
） 

第
五
条 

基
準
適
合
認
定
建
築
物
の
所
有
者
は
、
所
有

す
る
基
準
適
合
認
定
建
築
物
が
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
基
準
に
適
合
し
な
く
な
っ
た
と
き
又
は
所 

有
す
る
基
準
適
合
認
定
建
築
物
を
除
却
し
た
と
き
は
、 

別
記
様
式
第
三
号
に
よ
る
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
基
準
に
適
合
し
な
く
な
っ
た
又
は
除
却
し
た
旨

の
報
告
書
に
、
省
令
第
三
十
一
条
第
二
項
の
通
知
書

及
び
そ
の
添
付
図
書
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画
に
係
る

軽
微
な
変
更
） 

第
六
条 

建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判
定

を
受
け
た
建
築
主
は
、
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性

能
確
保
計
画
の
変
更
（
省
令
第
三
条
（
省
令
第
七
条

第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
以
下
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
軽
微
な
変
更
に
限



る
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
記
様
式
第
四

号
に
よ
る
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画

に
係
る
軽
微
な
変
更
届
の
正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す
図
書
を
添
え 

て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、 

変
更
後
の
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画

に
つ
い
て
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判

定
を
受
け
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

（
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
に
係
る

軽
微
な
変
更
） 

第
七
条 

認
定
建
築
主
は
、
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
向
上
計
画
の
変
更
（
省
令
第
二
十
五
条
に
規
定

す
る
軽
微
な
変
更
に
限
る
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
別
記
様
式
第
五
号
に
よ
る
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性
能
向
上
計
画
に
係
る
軽
微
な
変
更
届
の
正

本
及
び
副
本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
計
画
の
変
更
の
内
容
を

示
す
図
書
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
認
定
を
受
け
た
建
築
物
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
法
第
三

十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
条
第 

一
項
の
認
定
を
受
け
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

  
         

（
軽
微
な
変
更
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
） 

第
八
条 

省
令
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
、
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画
の
変
更
が
省
令
第
五

条
の
軽
微
な
変
更
に
該
当
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る

書
面
の
交
付
を
求
め
る
者
は
、
別
記
様
式
第
六
号
に

よ
る
軽
微
変
更
該
当
証
明
申
請
書
の
正
本
及
び
副
本

に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す
図

書
及
び
省
令
第
六
条
第
一
項
第
一
号
（
省
令
第
九
条

第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
適
合
判
定
通
知
書
の
写
し
を
添
え
て
、
知

事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

省
令
第
二
十
八
条
の
規
定
に
よ
り
、
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
の
変
更
が
省
令
第
二
十

五
条
の
軽
微
な
変
更
に
該
当
し
て
い
る
こ
と
を
証
す

る
書
面
の
交
付
を
求
め
る
者
は
、
別
記
様
式
第
六
号

に
よ
る
軽
微
変
更
該
当
証
明
申
請
書
の
正
本
及
び
副

本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す

図
書
及
び
省
令
第
二
十
四
条
第
二
項
の
通
知
書
の
写 

し
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
取
り
や
め
届
） 

第
十
条 

建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判
定

る
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
記
様
式
第
四

号
に
よ
る
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画

に
係
る
軽
微
な
変
更
届
の
正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す
図
書
を
添
え 

て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、 

変
更
後
の
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画

に
つ
い
て
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判

定
を
受
け
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

（
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
等
に
係

る
軽
微
な
変
更
） 

第
七
条 

認
定
建
築
主
は
、
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
向
上
計
画
の
変
更
（
省
令
第
二
十
六
条
に
規
定

す
る
軽
微
な
変
更
に
限
る
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
別
記
様
式
第
五
号
に
よ
る
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性
能
向
上
計
画
等
に
係
る
軽
微
な
変
更
届
の

正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
計
画
の
変
更
の
内
容

を
示
す
図
書
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
認
定
を
受
け
た
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
法
第

三
十
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
五

条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。 

２ 

基
準
適
合
認
定
建
築
物
の
所
有
者
は
、
基
準
適
合

認
定
建
築
物
の
変
更
（
当
該
建
築
物
の
増
築
又
は
改

築
を
伴
わ
ず
、
当
該
変
更
後
も
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の

に
限
る
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
記
様
式

第
五
号
に
よ
る
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上 

計
画
等
に
係
る
軽
微
な
変
更
届
の
正
本
及
び
副
本
に
、 

そ
れ
ぞ
れ
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す
図
書
を
添
え

て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
軽
微
な
変
更
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
） 

第
八
条 

省
令
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
、
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画
の
変
更
が
省
令
第
三

条
の
軽
微
な
変
更
に
該
当
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る

書
面
の
交
付
を
求
め
る
者
は
、
別
記
様
式
第
六
号
に

よ
る
軽
微
変
更
該
当
証
明
申
請
書
の
正
本
及
び
副
本

に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す
図

書
及
び
省
令
第
四
条
第
一
項
第
一
号
（
省
令
第
七
条

第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
適
合
判
定
通
知
書
の
写
し
を
添
え
て
、
知

事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

省
令
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
の
変
更
が
省
令
第
二
十

六
条
の
軽
微
な
変
更
に
該
当
し
て
い
る
こ
と
を
証
す

る
書
面
の
交
付
を
求
め
る
者
は
、
別
記
様
式
第
六
号

に
よ
る
軽
微
変
更
該
当
証
明
申
請
書
の
正
本
及
び
副

本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
計
画
の
変
更
の
内
容
を
示
す

図
書
及
び
省
令
第
二
十
五
条
第
二
項
の
通
知
書
の
写 

し
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
取
り
や
め
届
） 

第
十
条 

建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判
定

javascript:void(0);
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を
受
け
た
建
築
主
又
は
認
定
建
築
主
は
、
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画
に
基
づ
く
建
築
物
の

工
事
又
は
認
定
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上 

計
画
に
係
る
建
築
物
の
工
事
を
取
り
や
め
た
と
き
は
、 

別
記
様
式
第
八
号
に
よ
る
工
事
取
り
や
め
届
に
省
令

第
六
条
第
一
項
第
一
号
（
省
令
第
九
条
第
三
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
適
合
判
定
通
知

書
又
は
省
令
第
二
十
四
条
第
一
項
（
省
令
第
二
十
七

条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
認
定
通

知
書
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

 

（
所
管
行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
） 

第
十
二
条 

省
令
第
二
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
所
管

行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
は
、
次
に
掲
げ
る
も

の
と
す
る
。 

一 

法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
が
法
第
三
十
条
第

一
項
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
に
つ

い
て
法
第
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
（
以
下
「
登

録
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
」
と

い
う
。
）
又
は
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関

す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
一
号
。
以

下
「
品
確
法
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
一
項
に
規

定
す
る
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
（
以
下
「
登
録

住
宅
性
能
評
価
機
関
」
と
い
う
。
）
の
審
査
を
受

け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
登
録
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
又
は
当
該
登
録
住
宅

性
能
評
価
機
関
が
交
付
し
た
適
合
証 

二
・
三 

（
略
） 

 

第
十
三
条 

削
除 

                      

を
受
け
た
建
築
主
又
は
認
定
建
築
主
は
、
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
確
保
計
画
に
基
づ
く
建
築
物
の

工
事
又
は
認
定
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上 

計
画
に
係
る
建
築
物
の
工
事
を
取
り
や
め
た
と
き
は
、 

別
記
様
式
第
八
号
に
よ
る
工
事
取
り
や
め
届
に
省
令

第
四
条
第
一
項
第
一
号
（
省
令
第
七
条
第
三
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
適
合
判
定
通
知

書
又
は
省
令
第
二
十
五
条
第
一
項
（
省
令
第
二
十
八

条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
認
定
通

知
書
を
添
え
て
、
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

 

（
所
管
行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
） 

第
十
二
条 

省
令
第
二
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
所

管
行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。 

一 

法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
が
法
第
三
十
五
条

第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
に

つ
い
て
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
建

築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
（
以
下
「

登
録
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
」

と
い
う
。
）
又
は
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
一
号
。

以
下
「
品
確
法
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
一
項
に

規
定
す
る
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
（
以
下
「
登

録
住
宅
性
能
評
価
機
関
」
と
い
う
。
）
の
審
査
を

受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
登
録
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
又
は
当
該
登
録
住

宅
性
能
評
価
機
関
が
交
付
し
た
適
合
証 

二
・
三 

（
略
） 

 第
十
三
条 

省
令
第
三
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
所
管

行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
は
、
次
に
掲
げ
る
も

の
と
す
る
。 

一 

建
築
物
が
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
基
準
に
適
合
し
て
い
る

こ
と
に
つ
い
て
登
録
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性

能
判
定
機
関
又
は
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
審

査
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
登
録
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
又
は
当
該
登

録
住
宅
性
能
評
価
機
関
が
交
付
し
た
適
合
証 

二 

建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
計
画
が
法

第
三
十
五
条
第
一
項
（
法
第
三
十
六
条
第
二
項
に

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
認
定
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
省
令
第
二

十
五
条
第
二
項
（
省
令
第
二
十
八
条
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
通
知
書
の
写
し
及
び

建
築
基
準
法
第
七
条
第
五
項
、
同
法
第
七
条
の
二

第
五
項
、
同
法
第
十
八
条
第
二
十
二
項
又
は
同
条

第
二
十
六
項
の
検
査
済
証
（
以
下
「
検
査
済
証
」

と
い
う
。
）
の
写
し 

三 

都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平

成
二
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
五
十
三
条
第

一
項
に
規
定
す
る
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
（



               

（
誘
導
基
準
適
合
図
書
及
び
消
費
性
能
基
準
適
合
図

書
） 

第
十
五
条 

手
数
料
条
例
別
表
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七

年
法
律
第
五
十
三
号
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
法

」
と
い
う
。
）
の
項
に
規
定
す
る
法
第
三
十
条
第
一

項
の
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
の
図
書

は
第
十
二
条
各
号
に
掲
げ
る
図
書
と
す
る
。 

以
下
「
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
」
と
い
う
。

）
が
同
法
第
五
十
四
条
第
一
項
（
同
法
第
五
十
五

条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
） 

の
規
定
に
よ
る
認
定
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、 

都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
（
平
成
二
十
四
年
国
土
交
通
省
令
第
八
十
六
号

）
第
四
十
三
条
第
二
項
（
同
令
第
四
十
六
条
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
通
知
書
の
写

し
及
び
検
査
済
証
の
写
し 

四 

住
宅
性
能
評
価
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
が
交
付
し
た
品
確

法
第
六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
建
設
住
宅
性
能
評

価
書
の
写
し 

五 

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
図
書 

 

（
誘
導
基
準
適
合
図
書
及
び
消
費
性
能
基
準
適
合
図

書
） 

第
十
五
条 

手
数
料
条
例
別
表
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七

年
法
律
第
五
十
三
号
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
法

」
と
い
う
。
）
の
項
に
規
定
す
る
法
第
三
十
五
条
第

一
項
の
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
の
図

書
は
第
十
二
条
各
号
に
掲
げ
る
図
書
と
、
法
第
二
条

第
三
号
の
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
基
準
に
適

合
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
の
図
書
は
第
十
三
条
各

号
に
掲
げ
る
図
書
と
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う
に

改
正
す
る
。



改 正 後 改 正 前 

 
別記様式第１号（第３条関係） 

 

工事完了報告書 

                                                                                      

（略） 

（略） 

５ 法第30条第２項による申出の有無 （略） 

（略） 

 

（略） 

注 １ （略） 

  ２ 「５ 法第30条第２項の規定による申出の有無」の欄は、該当するチェックボックス 

に「レ」マークを入れ、「有」の場合は確認済証番号及び確認済証交付年月日を記載し 

てください。 

  ３－６ （略） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別記様式第１号（第３条関係） 

 

工事完了報告書 

                                    

（略） 

（略） 

５ 法第35条第２項による申出の有無 （略） 

（略） 

 

（略） 

注 １ （略） 

  ２ 「５ 法第35条第２項の規定による申出の有無」の欄は、該当するチェックボックス 

に「レ」マークを入れ、「有」の場合は確認済証番号及び確認済証交付年月日を記載し 

てください。 

  ３－６ （略） 

 
 



 
様式第２号（第４条関係） 

 

建築物（住戸）の所有権を移転した旨の報告書                                 

         

（略） 

１ 名義を変更した計画等 

□法第 11 条第１項又は第２項の規定により提出した

建築物エネルギー消費性能確保計画 
□法第 12 条第２項又は第３項の規定により通知した

建築物エネルギー消費性能確保計画 

□法第 29 条第１項の規定により認定の申請をした建
築物エネルギー消費性能向上計画 

□法第 31 条第１項の規定により変更の認定の申請を

した建築物エネルギー消費性能向上計画 

 

 

□その他（         ） 

（略） 

 

（略） 

 

注 （略） 

  
 

 
様式第２号（第４条関係） 

 

建築物（住戸）の所有権を移転した旨の報告書 

          

（略） 

１ 名義を変更した計画等 

□法第 12 条第１項又は第２項の規定により提出した

建築物エネルギー消費性能確保計画 
□法第 13 条第２項又は第３項の規定により通知した

建築物エネルギー消費性能確保計画 

□法第 34 条第１項の規定により認定の申請をした建
築物エネルギー消費性能向上計画 

□法第 36 条第１項の規定により変更の認定の申請を

した建築物エネルギー消費性能向上計画 

□法第 41 条第１項の規定による建築物エネルギー消

費性能に係る認定申請 

□その他（         ） 

（略） 

 

（略） 

 

注 （略） 

  
 

  
様式第３号 削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第３号（第５条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
様式第４号（第６条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微な変更届                                              

 

（略） 

１ 軽微な変更を行う計画 

□法第 11 条第１項又は第２項の規定により提出した

建築物エネルギー消費性能確保計画 
□法第 12 条第２項又は第３項の規定により通知した

建築物エネルギー消費性能確保計画 

□その他（         ） 

（略） 

 

（略） 

注 （略） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
様式第４号（第６条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微な変更届                                 

              

（略） 

１ 軽微な変更を行う計画 

□法第 12 条第１項又は第２項の規定により提出した

建築物エネルギー消費性能確保計画 
□法第 13 条第２項又は第３項の規定により通知した

建築物エネルギー消費性能確保計画 

□その他（         ） 

（略） 

 

（略） 

注 （略） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 



 
様式第５号（第７条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微な変更届                            

              

（略） 

 

先に認定を受けた次の消費性能確保計画について、次のとおり計画の変更をしたいので、届

け出ます。この届出書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

１ 軽微な変更を行う計画 

□法第29条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第31条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

 

 

□その他（          ） 

（略） 

５ 

認定建築主の所有者の住

所氏名 

（法人にあっては、主た

る事務所の所在地、名称

及び代表者の氏名） 

（略） 

６ 
法第30条第２項による申

出の有無 
（略） 

（略） 

 

（略） 

注 １ （略） 

  ２ 「６ 法第30条第２項による申出の有無」の欄は、軽微な変更を行う計画が建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の場合に、該当するチェックボックスに「レ」マークを入

れ、「有」の場合は確認済証番号及び確認済証交付年月日を記載してください。 

  ３－６ （略） 

    

 

 

 

 

 

様式第５号（第７条関係） 
 

建築物エネルギー消費性能向上計画等に係る軽微な変更届 

                                               

（略） 

 

先に認定を受けた次の消費性能確保計画等について、次のとおり計画の変更をしたいので、

届け出ます。この届出書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

１ 軽微な変更を行う計画 

□法第34条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第36条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

□法第 41 条第１項の規定による建築物エネルギー消

費性能に係る認定申請 

□その他（          ） 

（略） 

５ 

認定建築主又は基準適合

認定建築物の所有者の住

所氏名 

（法人にあっては、主た

る事務所の所在地、名称

及び代表者の氏名） 

（略） 

６ 
法第35条第２項による申

出の有無 
（略） 

（略） 

 

（略） 

注 １ （略） 

  ２ 「６ 法第35条第２項による申出の有無」の欄は、軽微な変更を行う計画が建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の場合に、該当するチェックボックスに「レ」マークを入

れ、「有」の場合は確認済証番号及び確認済証交付年月日を記載してください。 

  ３－６ （略） 

    
 



 
様式第６号（第８条関係） 

 

軽微変更該当証明申請書                    

              

（略） 

１ 軽微な変更を行う計画 

□法第11条第１項又は第２項の規定により提出した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第12条第２項又は第３項の規定により通知した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第29条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第31条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

□その他（            ） 

（略） 

 

（略） 

注  （略） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
様式第６号（第８条関係） 

 

軽微変更該当証明申請書          

 

（略） 

１ 軽微な変更を行う計画 

□法第12条第１項又は第２項の規定により提出した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第13条第２項又は第３項の規定により通知した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第34条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第36条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

□その他（            ） 

（略） 

 

（略） 

注  （略） 

     

 

 



 
様式第７号（第９条関係） 

 

取下届                             

               

（略） 

１ 取り下げる計画等 

□法第11条第１項又は第２項の規定により提出した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第12条第２項又は第３項の規定により通知した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第29条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第31条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

 

 

□その他（                 ） 

（略） 

６ 
法第23条第２項による申

出の有無 
（略） 

 

（略） 

注 １－３ （略） 

  ４ 「６ 法第30条第２項による申出の有無」の欄は、取り下げる計画が建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の場合に、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてくだ

さい。 

５・６ （略） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 
様式第７号（第９条関係） 

 

取下届              

 

（略） 

１ 取り下げる計画等 

□法第12条第１項又は第２項の規定により提出した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第13条第２項又は第３項の規定により通知した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第34条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第36条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

□法第41条第１項の規定による建築物のエネルギー消費

性能に係る認定申請 

□その他（                 ） 

（略） 

６ 
法第30条第２項による申

出の有無 
（略） 

 

（略） 

注 １－３ （略） 

  ４ 「６ 法第35条第２項による申出の有無」の欄は、取り下げる計画が建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の場合に、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてくだ

さい。 

５・６ （略） 

     

 

 

 

 

 

 



 
様式第８号（第10条関係） 

 

工事取りやめ届                      

          

（略） 

１ 取り下げる計画等 

□法第11条第１項又は第２項の規定により提出した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第12条第２項又は第３項の規定により通知した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第29条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第31条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

□その他（                 ） 

（略） 

６ 
法第30条第２項による申

出の有無 
（略） 

（略） 

 

（略） 

注 １ （略） 

  ２ 「６ 法第30条第２項の規定による申出の有無」の欄は、工事を取りやめた計画が建

築物エネルギー消費性能向上計画の場合に、該当するチェックボックスに「レ」マーク

を入れ、「有」の場合は確認済証番号及び確認済証交付年月日を記載してください。 

３－５ （略） 

     
 

 
様式第８号（第10条関係） 

 

工事取りやめ届                 

 

（略） 

１ 取り下げる計画等 

□法第12条第１項又は第２項の規定により提出した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第13条第２項又は第３項の規定により通知した建築

物エネルギー消費性能確保計画 

□法第34条第１項の規定により認定の申請をした建築物

エネルギー消費性能向上計画 

□法第36条第１項の規定により変更の認定の申請をした

建築物エネルギー消費性能向上計画 

□その他（                 ） 

（略） 

６ 
法第35条第２項による申

出の有無 
（略） 

（略） 

 

（略） 

注 １ （略） 

  ２ 「６ 法第35条第２項の規定による申出の有無」の欄は、工事を取りやめた計画が建

築物エネルギー消費性能向上計画の場合に、該当するチェックボックスに「レ」マーク

を入れ、「有」の場合は確認済証番号及び確認済証交付年月日を記載してください。 

３－５ （略） 

     
 

  



 
（
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
（
平
成
二
十
四
年
広
島
県
規
則
第
七
十
九

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 
正 

後 

改 

正 

前 

 
 

（
適
合
審
査
を
行
う
者
） 

第
五
条 

手
数
料
条
例
別
表
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進 

に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
。 

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
の
項
の

規
則
で
定
め
る
者
は
、
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法

律
第
五
十
三
号
）
第
十
四
条
第
一
項
の
登
録
建
築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
又
は
登
録
住
宅
性

能
評
価
機
関
と
す
る
。 

（
適
合
審
査
を
行
う
者
） 

第
五
条 

手
数
料
条
例
別
表
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進 

に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
。 

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
の
項
の

規
則
で
定
め
る
者
は
、
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法

律
第
五
十
三
号
）
第
十
五
条
第
一
項
の
登
録
建
築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機
関
又
は
登
録
住
宅
性

能
評
価
機
関
と
す
る
。 

 
 

（
広
島
県
の
事
務
を
市
町
が
処
理
す
る
特
例
を
定
め
る
条
例
に
基
づ
き
市
町
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲

を
定
め
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
四
条 

広
島
県
の
事
務
を
市
町
が
処
理
す
る
特
例
を
定
め
る
条
例
に
基
づ
き
市
町
が
処
理
す
る
事
務
の

範
囲
を
定
め
る
規
則
（
平
成
十
二
年
広
島
県
規
則
第
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

 
 

（
市
町
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲
） 

第
二
条 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

 
 

十 

特
例
条

例
第
三
条

の
表
の
第

五
号
⒄
に

規
定
す
る

建
築
基
準

法
、
建
築

基
準
法
施

行
令
、
建

築
基
準
法

施
行
規
則

及
び
広
島

県
建
築
基

準
法
施
行

条
例
の
施

行
に
係
る

事
務
の
う

ち
、
規
則

に
基
づ
く

事
務
で
あ

広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
（
昭 

和
五
十
三
年
広
島
県
規
則
第
三
十
六
号
。 

以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
規
則
」
と
い

う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に

掲
げ
る
も
の
（
⑷
か
ら
⑺
ま
で
に
つ
い

て
は
、
特
例
条
例
第
三
条
の
表
の
第
五

号
⑴
か
ら
⒃
ま
で
に
規
定
す
る
事
務
に

限
る
。
） 

⑴―

⑺ 

（
略
） 

（
市
町
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲
） 

第
二
条 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

 
 

十 

特
例
条

例
第
三
条

の
表
の
第

五
号
⒃
に

規
定
す
る

建
築
基
準

法
、
建
築

基
準
法
施

行
令
、
建

築
基
準
法

施
行
規
則

及
び
広
島

県
建
築
基

準
法
施
行

条
例
の
施

行
に
係
る

事
務
の
う

ち
、
規
則

に
基
づ
く

事
務
で
あ

広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
（
昭 

和
五
十
三
年
広
島
県
規
則
第
三
十
六
号
。 

以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
規
則
」
と
い

う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に

掲
げ
る
も
の 

   ⑴―

⑺ 

（
略
） 



っ
て
別
に

規
則
で
定

め
る
も
の 

 
 

（
略
） 

（
略
） 

 

っ
て
別
に

規
則
で
定

め
る
も
の 

 
 

（
略
） 

（
略
） 

 

 
 

（
広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
の
一
部
改
正
） 

第
五
条 

広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

 
 

（
特
定
建
築
物
の
定
期
報
告
） 

第
十
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

用
途 

報
告
時
期 

㈠ 

劇
場
、
映
画
館
、
演
芸
場
、
観
覧

場
、
公
会
堂
、
集
会
場
、
病
院
、

診
療
所
、
共
同
住
宅
、
寄
宿
舎
又

は
児
童
福
祉
施
設
等 

令
和
九
年
以

後
三
年
ご
と 

㈡ 

旅
館
又
は
ホ
テ
ル 

令
和
八
年
以

後
三
年
ご
と 

㈢ 

学
校
（
各
種
学
校
を
含
む
。
）
、

体
育
館
、
博
物
館
、
美
術
館
、
図

書
館
、
ボ
ー
リ
ン
グ
場
、
ス
キ
ー

場
、
ス
ケ
ー
ト
場
、
水
泳
場
、
ス

ポ
ー
ツ
の
練
習
場
、
百
貨
店
、
マ

ー
ケ
ッ
ト
、
展
示
場
、
物
品
販
売

業
を
営
む
店
舗
、
キ
ャ
バ
レ
ー
、

カ
フ
ェ
ー
、
ナ
イ
ト
ク
ラ
ブ
、
バ

ー
、
ダ
ン
ス
ホ
ー
ル
、
遊
技
場
、

公
衆
浴
場
、
待
合
、
料
理
店
、
飲

食
店
又
は
事
務
所
そ
の
他
こ
れ
に 

類
す
る
も
の
（
階
数
が
七
以
上
で
、 

か
つ
、
延
べ
面
積
が
二
千
平
方
メ 

ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
。 

） 

令
和
七
年
以

後
三
年
ご
と 

     

 

（
特
定
建
築
設
備
等
の
定
期
報
告
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

一 

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
す
べ
き
建
築

物
に
設
け
た
常
時
閉
鎖
し
た
状
態
に
あ
る
防
火
扉

（
各
階
の
主
要
な
も
の
に
限
る
。
） 

二 

（
略
） 

三 

法
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
す
べ

き
建
築
物
に
設
け
た
換
気
設
備
（
中
央
管
理
方
式

の
空
気
調
和
設
備
に
限
る
。
）
、
排
煙
設
備
（
排

煙
機
、
送
風
機
又
は
可
動
式
の
防
煙
壁
を
設
け
た

も
の
に
限
る
。
）
、
非
常
用
の
照
明
装
置
又
は
給

排
水
設
備
（
給
水
タ
ン
ク
、
貯
水
タ
ン
ク
又
は
排

水
槽
を
設
け
た
も
の
に
限
る
。
） 

２ 

（
略
） 

（
特
定
建
築
物
の
定
期
報
告
） 

第
十
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

用
途 

報
告
時
期 

㈠ 
劇
場
、
映
画
館
、
演
芸
場
、
観
覧

場
、
公
会
堂
、
集
会
場
、
病
院
、

診
療
所
、
共
同
住
宅
、
寄
宿
舎
又

は
児
童
福
祉
施
設
等 

令
和
三
年
以

後
三
年
ご
と 

㈡ 

旅
館
又
は
ホ
テ
ル 

令
和
五
年
以

後
三
年
ご
と 

㈢ 

学
校
（
各
種
学
校
を
含
む
。
）
、

体
育
館
、
博
物
館
、
美
術
館
、
図

書
館
、
ボ
ー
リ
ン
グ
場
、
ス
キ
ー

場
、
ス
ケ
ー
ト
場
、
水
泳
場
、
ス

ポ
ー
ツ
の
練
習
場
、
百
貨
店
、
マ

ー
ケ
ッ
ト
、
展
示
場
、
物
品
販
売

業
を
営
む
店
舗
、
キ
ャ
バ
レ
ー
、

カ
フ
ェ
ー
、
ナ
イ
ト
ク
ラ
ブ
、
バ

ー
、
ダ
ン
ス
ホ
ー
ル
、
遊
技
場
、

公
衆
浴
場
、
待
合
、
料
理
店
、
飲

食
店
又
は
事
務
所
そ
の
他
こ
れ
に 

類
す
る
も
の
（
階
数
が
七
以
上
で
、 

か
つ
、
延
べ
面
積
が
二
千
平
方
メ 

ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
。 

） 

令
和
四
年
以

後
三
年
ご
と 

     

 

（
特
定
建
築
設
備
等
の
定
期
報
告
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

   

一 

（
略
） 

二 

法
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
す
べ

き
建
築
物
に
設
け
た
換
気
設
備
（
中
央
管
理
方
式

の
空
気
調
和
設
備
に
限
る
。
）
、
排
煙
設
備
（
排

煙
機
又
は
送
風
機
を
設
け
た
も
の
に
限
る
。
）
、

非
常
用
の
照
明
装
置
又
は
給
排
水
設
備
（
給
水
タ

ン
ク
、
貯
水
タ
ン
ク
又
は
排
水
槽
を
設
け
た
も
の

に
限
る
。
） 

２ 

（
略
） 



３ 

法
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
時
期

は
、
毎
年
と
し
、
か
つ
、
前
回
報
告
し
た
日
か
ら
一

年
を
超
え
な
い
日
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
法
第
十

二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
す
べ
き
建
築
物
に

設
け
た
常
時
閉
鎖
し
た
状
態
に
あ
る
防
火
扉
（
各
階

の
主
要
な
も
の
に
限
る
。
）
の
報
告
時
期
は
、
前
条 

第
三
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
用
途
の
区
分
に
応
じ
、 

同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
時
期
と
し
、
か
つ
、
前
回
報 

告
し
た
日
か
ら
三
年
を
超
え
な
い
日
ま
で
と
す
る
。 

３ 

法
第
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
時
期

は
、
毎
年
と
し
、
か
つ
、
前
回
報
告
し
た
日
か
ら
一

年
を
超
え
な
い
日
ま
で
と
す
る
。 

 
 

附 

則 

 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
規
則
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す

る
。 

一 

第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で
の
規
定 

令
和
七
年
四
月
一
日 

二 

第
五
条
の
規
定 

令
和
七
年
七
月
一
日 

（
経
過
措
置
） 

２ 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
第
四
条
第
三
項
及
び
第
六
条
の
三

の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
そ
の
工
事
に
着
手
す
る

も
の
に
適
用
し
、
施
行
日
前
に
着
手
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

３ 

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
施
行

細
則
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
そ
の
工
事
に
着
手
す
る
建
築
物
に
適
用
し
、
施
行
日
前
に
着
手
し
た

建
築
物
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

４ 

第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
広
島
県
建
築
基
準
法
施
行
細
則
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
日

以
後
に
そ
の
定
期
調
査
又
は
定
期
検
査
を
実
施
す
る
も
の
に
適
用
し
、
施
行
日
前
に
実
施
す
る
も
の
に

つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 


